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連 結 注 記 表
　

　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結しております。
　 連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称
　 昭栄祥(上海)貿易有限公司
　 SHOEI TRADING (THAILAND) CO.,LTD.
　

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。
　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である昭栄祥(上海)貿易有限公司及びSHOEI TRADING (THAILAND) CO.,LTD.の決算日
は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

　時価のあるもの 　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

　時価のないもの 　移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② デリバティブ 　時価法を採用しております。

　 ③ たな卸資産

ａ　商品 　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

ｂ　貯蔵品 　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産 　当社は定率法を採用しております。
　但し、2008年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。
　また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

　 ② 無形固定資産 　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金 　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結
会計年度負担額を計上しております。

　 ③ 役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、退職慰労金支給に関す
る内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、2018年６
月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止
に伴う打切り支給（支給時期は各取締役の退任時）を決議いたし
ました。
　これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支
給額の未払分を固定負債の「長期未払金」として表示しておりま
す。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
当社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、当該子会社の決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中の平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定に計上しております。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更）
（連結貸借対照表関係）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、
「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を
当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定
負債の区分に表示する方法に変更しました。
この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前連結

会計年度32,472千円）は、当連結会計年度においては「固定負債」の「繰延税金負債」1,916,960千
円に含めて表示しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 398,254千円

２．担保に供している資産及び担保付債務

　 担保提供資産

投資有価証券 5,017,799千円

敷金及び保証金 304,500千円

　 担保対応債務

買掛金 2,813,135千円

短期借入金 300,000千円

１年内返済予定の長期借入金 300,000千円

長期借入金 300,000千円

３．期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、期末残高に

含まれております。
　 受取手形 78,374千円

　 電子記録債権 108,733千円

　 支払手形 82,111千円

　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 3,579,105株

２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 63,224 53.00
2018年
３月31日

2018年
６月27日

(注) 当社は、2018年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
2018年３月31日を基準日とする１株当たり配当額につきましては、当該株式分割前の金額を記
載しております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおりの決議を予定しております。

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 64,412 18.00
2019年
３月31日

2019年
６月28日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金
融機関からの借入により行っております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利
用することがありますが、投機的な取引は行わない方針であります。
　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で

事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクにも晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おりますが、定期的に時価を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一

部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用し
てヘッジしております。

長期借入金は、主に長期運転資金を目的としたものであり、全て固定金利で調達しておりま
す。
　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
　① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリ
スクの低減を図っております。
デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信

用リスクはほとんどないと認識しております。
　② 市場リスク(為替等の変動リスク)の管理

当社グループは、外貨建ての営業債務について、原則として先物為替予約を利用してヘッジ
しております。
投資有価証券については、四半期ごとに時価を把握し、その運用状況の管理を行っておりま

す。
　③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、流動性リスクを管
理しております。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日（当連結会計年度末日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 1,868,185 1,868,185 －

(2) 受取手形及び売掛金 6,423,477 6,423,477 －

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 7,224,459 7,224,459 －

資産計 15,516,122 15,516,122 －

(1) 支払手形及び買掛金 5,284,098 5,284,098 －

(2) 短期借入金 332,643 332,643 －

(3) 長期借入金
（１年内返済予定含む）

750,000 754,606 4,606

負債計 6,366,741 6,371,348 4,606

デリバティブ取引計（※） 63 63 －

(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる項目については、△で示しております。

　
注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
(1) 現金及び預金、並びに（2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

(3) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　
負債
(1) 支払手形及び買掛金、並びに（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

(3) 長期借入金（１年内返済予定含む）
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算出する方法によっております。
　

デリバティブ取引
為替予約取引の時価は、取引金融機関から提示された評価額等によっております。
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注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：千円）

区分 2019年３月31日

非上場株式 18,200

敷金及び保証金 328,146

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか
ら、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。また、敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ
将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる
ため、含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

当社は、大阪市中央区において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しております。
2019年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は15,587千円（賃貸収益は営業外収益

に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりでありま

す。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

91,788 △4,049 87,739 240,000

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度の減少額は、減価償却費（4,049千円）によるものであります。
３．当期末の時価は、不動産鑑定評価額又は固定資産税評価額を合理的に調整して算出してお

ります。
　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 2,258円10銭

２．１株当たり当期純利益 76円53銭

(注) 当社は、2018年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。当
連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当た
り当期純利益を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
　市場価格のあるもの 　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

　市場価格のないもの 　移動平均法による原価法を採用しております。
(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 　時価法を採用しております。
(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品 　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

貯蔵品 　最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）を採用しております。

　
２．固定資産の減価償却の方法
　(1) 有形固定資産 　定率法を採用しております。

　但し、2008年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

　(2) 無形固定資産 　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。

　
３．引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金 　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業
年度負担額を計上しております。

　(3) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を
適用しております。
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　(4) 役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、退職慰労金支給に関す
る内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、2018年６
月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止
に伴う打切り支給（支給時期は各取締役の退任時）を決議いたし
ました。
　これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支
給額の未払分を固定負債の「長期未払金」として表示しておりま
す。

　
４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
　
（表示方法の変更）
（貸借対照表関係）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、
「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を
当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示する方法に変更しました。
この結果、前事業年度において、「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前事業年度

31,697千円）は、当事業年度においては「固定負債」の「繰延税金負債」1,911,899千円に含めて表
示しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 386,137千円

２．担保に供している資産及び担保付債務

　 担保提供資産

　 投資有価証券 5,017,799千円

　 敷金及び保証金 304,500千円

　 担保対応債務

　 買掛金 2,813,135千円

　 短期借入金 300,000千円

　 １年内返済予定の長期借入金 300,000千円

　 長期借入金 300,000千円

３．保証債務

　 以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

　 昭栄祥（上海）貿易有限公司 33,269千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（関係会社長期貸付金を除く）

　 短期金銭債権 115,449千円

５．期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。
なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、期末残高に含

まれております。
　 受取手形 78,374千円

　 電子記録債権 108,733千円

　 支払手形 82,111千円

　
（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

　 売上高 326,867千円

　 仕入高 224,581千円

　 営業取引以外の取引高 35,824千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式 121 株 41,508 株 41,000 株 629 株

(注) １．当社は、2018年12月１日付で普通株式1株につき３株の割合で株式分割を行っております。
２．自己株式数の増加41,508株は、2018年７月23日に実施した東京証券取引所の自己株式立会

外買付取引（ToSTNeT-3）による増加41,000株、株式分割による増加400株及び単元未満株
式の買取による増加108株であります。

３．自己株式数の減少41,000株は、2018年８月17日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自
己株式処分による減少36,000株及び2018年10月１日に実施した譲渡制限付株式としての自
己株式処分による減少5,000株であります。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月30日 08時29分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　賞与引当金 21,625千円
　未払事業税 4,494千円
　株式報酬費用 6,073千円
　投資有価証券評価損 4,809千円
　ゴルフ会員権評価損 6,297千円
　長期未払金 50,805千円
　退職給付引当金 16,248千円
　貸倒引当金 1,798千円
　その他 4,195千円
繰延税金資産小計 116,347千円
評価性引当額 △68,993千円
繰延税金資産合計 47,354千円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △1,959,253千円
繰延税金負債合計 △1,959,253千円
繰延税金資産(負債)の純額 △1,911,899千円

　
（関連当事者との取引に関する注記）

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,232円59銭
２．１株当たり当期純利益 84円70銭

(注) 当社は、2018年12月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。当
事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当
期純利益を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月30日 08時29分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）


